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○ 総 務 省 訓 令 第    号  

 電 波 法 関 係 審 査 基 準 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令 を 次 の よ う に 定 め る 。  

  令 和   年   月   日  

                                総 務 大 臣  林   芳 正    

 

   電 波 法 関 係 審 査 基 準 の 一 部 を 改 正 す る 訓 令  

 電 波 法 関 係 審 査 基 準 （ 平 成 13 年 総 務 省 訓 令 第 67 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る

規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重

下 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。） は 、 そ の 標 記 部 分 が 同 一 の も の は 当 該 対 象 規 定 を 改

正 後 欄 に 掲 げ る も の の よ う に 改 め 、 そ の 標 記 部 分 が 異 な る も の は 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後

欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲

げ て い な い も の は 、 こ れ を 削 り 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ

て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。  

別 紙 ６  
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改  正  後 改  正  前 

別紙２（第５条関係）無線局の目的別審査基準 別紙２ ［同左］ 

［第１ 略］ ［第１ 同左］ 

第２ 陸上関係 第２ ［同左］ 

１ 電気通信業務用 １ ［同左］ 

［⑴～⒂ 略］ ［⑴～⒂ 同左］ 

⒃ 携帯無線通信を行う無線局等（26.8GHzを超え27.0GHz以下の周波数の電波を使用するも

のを除く。） 

⒃ ［同左］ 

［ア～オ 略］ ［ア～オ 同左］ 

カ 無線設備の設置場所等 カ ［同左］ 

(ア) 基地局及び陸上移動中継局の設置場所 (ア) ［同左］ 

［Ａ～Ｃ 略］ ［Ａ～Ｃ 同左］ 

Ｄ フェムトセル基地局（施行規則第15条の２第２項第１号及び第１号の２に掲げる

ものを除く。）又は特定陸上移動中継局については、無線設備の全部又は一部（空

中線を含む部分に限る。）の設置場所が屋内であること。 

Ｄ フェムトセル基地局又は特定陸上移動中継局については、無線設備の全部又は一

部（空中線を含む部分に限る。）の設置場所が屋内であること。ただし、特定陸上

移動中継局であって、空中線電力が40mW以下のものは、無線設備の全部又は一部の

設置場所を屋外とすることができる。 

［Ｅ・Ｆ 略］ ［Ｅ・Ｆ 同左］ 

［(イ)～(エ) 略］ ［(イ)～(エ) 同左］ 

［キ～ケ 略］ ［キ～ケ 同左］ 

コ 空中線電力の指定 コ ［同左］ 

空中線電力の指定については、次のとおりであること。 ［同左］ 

(ア) 基地局及び高高度基地局 (ア) ［同左］ 

電波の型式及び周波数ごとに空中線電力を指定するほか、次のＡ及びＢの規定に基

づき指定する。 

１波当たりの空中線電力（625k―MC方式のもの（隣接する１を超え16以下の搬送波

により構成されるものに限る。）にあっては、当該搬送波の空中線電力の総和の値と

する。）を指定する。ただし、送信ダイバーシチ、空間分割多重方式又は空間多重方

式を用いる無線設備（DS―CDMA方式、LTE方式、LTE―TDD方式、5GNR―TDD方式又は

5GNR―FDD方式の無線局の無線設備であって、送信ダイバーシチ又は空間多重方式を

用いるものを除く。）であって、複数の増幅部を有し、これらが一体となって機能す

る場合は、次のとおり指定する。 

Ａ 基地局又は高高度基地局の空中線電力は、基地局又は高高度基地局が１のみの無

線設備（送信機の製造番号を同じくするものごとに１の無線設備とし、２以上の無

線設備が空中線を同じくする場合その他一体となって機能する場合は、これを１の

無線設備とみなす。以下このコにおいて同じ。）を有する場合にはその無線設備の

空中線電力、２以上の無線設備を有する場合にはそれらの無線設備の空中線電力の

うち最大のものとする。 

Ａ 全ての増幅部が常に動作するものにあっては、各々の増幅部の定格出力の総和の

値（各々の増幅部の出力の総和を一定以下に制御する機能を有する場合には、当該

機能により使用することができる空中線電力の最大の値）を指定する。 

Ｂ 無線設備ごとの空中線電力は、LTE方式又はLTE―TDD方式の基地局の無線設備に Ｂ 実装されている増幅部のうち、一部の増幅部が動作するものにあっては、当該増
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あっては各空中線端子における値のうち最大のもの、５GNR―TDD方式又は５

GNR―FDD方式の基地局の無線設備にあっては各空中線端子における値の総和とす

る。 

幅部の定格出力の総和の値（動作する増幅部の組合せが複数ある場合には、当該組

合せによる定格出力のうち最大の値）を指定する。 

(イ) 陸上移動中継局 (イ) 陸上移動中継局及び陸上移動局（携帯無線通信の中継を行うものに限る。） 

基地局又は高高度基地局と通信を行うもの及び陸上移動局と通信を行うもののそれ

ぞれについて空中線電力を指定するほか、（ア）の規定は、陸上移動中継局について

準用する。この場合において、（ア）中「基地局又は高高度基地局」とあるのは、

「陸上移動中継局」と読み替えるものとする。 

増幅器の１波当たりの定格出力を指定する。ただし、CDMA高速データ携帯無線通信

方式のものであって、隣接する２又は３の搬送波を送信するもののうち、陸上移動局

（携帯無線通信の中継を行うものを除く。）から基地局又は高高度基地局への送信を

中継する場合において、隣接する２の搬送波を送信するものにあっては２波当たりの

定格出力を、隣接する３の搬送波を送信するものにあっては３波当たりの定格出力を

併せて指定する。 

(ウ) 陸上移動局（携帯無線通信の中継を行うものに限る。） ［新設］ 

基地局又は高高度基地局と通信を行うもの及び陸上移動局と通信を行うもののそれ

ぞれについて送信に際して使用できる最大の値とする。 

 

(エ) 陸上移動局（携帯無線通信の中継を行うものを除く。） (ウ) 陸上移動局（携帯無線通信の中継を行うものを除く。） 

送信に際して使用できる最大の値とする。 送信に際して使用できる最大の値とする。 

［サ 略］ ［サ 同左］ 

シ 他の無線局との干渉調整等 シ ［同左］ 

［(ア)～(ス) 略］ ［(ア)～(ス) 同左］ 

(セ) 2,110MHzを超え2,170MHz以下の周波数の電波を使用する高高度基地局にあって

は、2,025MHzを超え2,110MHz以下及び2,200MHzを超え2,290MHz以下の周波数の電波を

使用する宇宙運用業務、地球探査衛星業務、宇宙研究業務又は移動業務を行う無線局

（ロケット運用を行うものに限る。）に関し、当該無線局の運用機関における必要な

離隔距離の確保その他の有害な混信を生じさせないための措置を講じるとともに、当

該高高度基地局の設置場所及び干渉調整範囲において干渉調整が実施されている旨が

確認できること。 

(セ) 2,110MHzを超え2,170MHz以下の周波数の電波を使用する高高度基地局にあって

は、2,025MHzを超え2,110MHz以下及び2,200MHzを超え2,290MHz以下の周波数の電波を

使用する宇宙運用業務を行う無線局（ロケット運用を行うものに限る。）に関し、当

該無線局の運用機関における必要な離隔距離の確保その他の有害な混信を生じさせな

いための措置を講じるとともに、当該高高度基地局の設置場所及び干渉調整範囲にお

いて干渉調整が実施されている旨が確認できること。 

［(ソ)～(ツ) 略］ ［(ソ)～(ツ) 同左］ 

［ス～タ 略］ ［ス～タ 同左］ 

［別表(16)―１・別表(16)―２ 略］ ［別表(16)―１・別表(16)―２ 同左］ 

［⒄・⒅ 略］ ［⒄・⒅ 同左］ 

⒆ 地域広帯域移動無線アクセスシステムの無線局 ⒆ ［同左］ 

ア 用語の意義 ア ［同左］ 

［(ア)～(テ) 略］ ［(ア)～(テ) 同左］ 

(ト) 「単純反射板」とは、無給電中継装置であって、電波を増幅又は集約せず、反射

により伝搬方向を変化させる装置をいう。 

(ト) 「単純反射板」は、無給電中継装置であって、電波を増幅又は集約せず、反射に

より伝搬方向を変化させる装置のことをいう。 

［イ～ク 略］ ［イ～ク 同左］ 

ケ 空中線電力の指定 ケ 空中線電力の指定 

空中線電力の指定については、次のとおりであること。 空中線電力の指定については、次のとおり指定する。 
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(ア) 基地局 (ア) 基地局 

電波の型式及び周波数ごとに空中線電力を指定するほか、次のＡからＣまでの規定

に基づき指定する。 

１波当たりの空中線電力（設備規則第49条の28又は第49条の29に規定する技術基準

に係る無線設備を使用する無線局に限り、セクターアンテナを使用する場合にあって

は、セクターアンテナごとの空中線電力の最大の値）を指定することとし、送信ダイ

バーシチ又は空間多重技術を用いる無線設備であって、複数の増幅部を有し、これら

が一体となって機能するものは、次のとおり指定する。この場合において、設備規則

第49条の28又は第49条の29に規定する技術基準に係る無線設備を使用する無線局にあ

っては、１波当たりの空中線電力は20W（20MHzシステムのものにあっては、40W）以

下、第49条の29の２に規定する技術基準に係る無線設備を使用する無線局にあって

は、送信装置当たりの空中線電力は20W（20MHzシステムのものにあっては、40W）以

下、１波当たりの空中線電力は60W（20MHzシステムのものにあっては120W）以下の値

とする。 

Ａ 基地局の空中線電力は、基地局が１のみの無線設備（送信機の製造番号を同じく

するものごとに１の無線設備とし、２以上の無線設備が空中線を同じくする場合そ

の他一体となって機能する場合は、これを１の無線設備とみなす。以下このケにお

いて同じ。）を有する場合にはその無線設備の空中線電力、２以上の無線設備を有

する場合にはそれらの無線設備の空中線電力のうち最大のものとする。 

Ａ 全ての増幅部が常に動作するものにあっては、各増幅部の定格出力の総和の値

（各増幅部の出力の総和を一定以下に制御する機能を有する場合にあっては、当該

機能により使用することができる空中線電力の最大の値）を指定する。 

Ｂ 無線設備ごとの空中線電力は、各空中線端子における値の総和とする。 Ｂ 実装されている増幅部のうち、一部の増幅部が動作するものにあっては、当該増

幅部の定格出力の総和の値（動作する増幅部の組合せが複数ある場合にあっては、

当該組合せによる定格出力のうち最大の値）を指定する。 

Ｃ 20W（20MHzシステムのものにあっては、40W）以下の値とする。 ［新設］ 

［(イ) 略］ ［(イ) 同左］ 

(ウ) 陸上移動中継局 (ウ) 陸上移動中継局 

空中線電力の最大の値を指定することとし、陸上移動局と通信を行うものにあって

は、(ア)の規定を準用する。この場合において、(ア)中「基地局」とあるのは、「陸

上移動中継局」と読み替えるものとする。基地局と通信を行うものにあっては、(イ)

の規定による値とする。 

空中線電力の最大の値を指定することとし、基地局への送信空中線にあっては(イ)

の規定による値、陸上移動局への送信空中線にあっては(ア)の規定による値とする。 

［コ 略］ ［コ 同左］ 

サ 混信等の防止 サ ［同左］ 

(ア) 送受信同期等 (ア) ［同左］ 

［Ａ 略］ ［Ａ 同左］ 

Ｂ 設備規則第49条の29又は第49条の29の２に規定する技術基準に係る無線設備を使

用する無線局は次のとおりであること。 

Ｂ ［同左］ 

(A) 2577.5MHz、2577.8MHz、2579.5MHz又は2579.8MHzの周波数の電波を使用する

５MHzシステムの無線局及び2580MHz又は2580.3MHzの周波数の電波を使用する

10MHzシステムの無線局 

(A) 2577.5MHz、2577.8MHz、2579.5MHz又は2579.8MHzの周波数の電波を使用する

５MHzシステムの無線局及び2580MHz又は2580.3MHzの周波数の電波を使用する

10MHzシステムの無線局 

下隣接周波数帯を使用する無線局と同期していること。 下隣接周波数帯を使用する無線局と同期していること、下隣接周波数帯を使用
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する無線局の免許人と送信電力制御等の調整を行い、その合意がなされているこ

と及び屋外において航空機及び無人航空機等に搭載して陸上移動局を使用する場

合は、下隣接周波数帯を使用する無線局の免許人と離隔距離の確保又は送信電力

制御等の調整を行い、その合意がなされていること。 

(B) 2592.2MHz又は2592.5MHzの周波数の電波を使用する5MHzシステムの無線局及

び2586.7MHz、2587MHz、2589.7MHz、2589.99MHz又は2590MHzの周波数の電波を使

用する10MHzシステムの無線局 

(B) 2592.2MHz又は2592.5MHzの周波数の電波を使用する5MHzシステムの無線局及

び2586.7MHz、2587MHz、2589.7MHz、2589.99MHz又は2590MHzの周波数の電波を使

用する10MHzシステムの無線局 

上隣接周波数帯を使用する無線局と同期していること。 上隣接周波数帯を使用する無線局と同期していること、上隣接周波数帯を使用

する無線局の免許人と送信電力制御等の調整を行い、その合意がなされているこ

と及び屋外において航空機及び無人航空機等に搭載して陸上移動局を使用する場

合は、上隣接周波数帯を使用する無線局の免許人と離隔距離の確保又は送信電力

制御等の調整を行い、その合意がなされていること。 

(C)  20MHzシステムの無線局 (C)  20MHzシステムの無線局  

下隣接周波数帯及び上隣接周波数帯を使用する無線局と同期していること。 下隣接周波数帯及び上隣接周波数帯を使用する無線局と同期していること、上

隣接周波数帯及び下隣接周波数帯を使用する無線局の免許人と送信電力制御等の

調整を行い、その合意がなされていること並びに屋外において航空機及び無人航

空機等に搭載して陸上移動局を使用する場合は、上隣接周波数帯及び下隣接周波

数帯を使用する無線局の免許人と離隔距離の確保又は送信電力制御等の調整を行

い、その合意がなされていること。 

［(イ) 略］ ［(イ) 同左］ 

(ウ) 他の無線局への混信の防止 (ウ) ［同左］ 

Ａ 下隣接周波数帯又は上隣接周波数帯を使用する無線局との調整 Ａ 下隣接周波数帯又は上隣接周波数帯を使用する無線局との調整 

下隣接周波数帯又は上隣接周波数帯を使用する無線局と同期していない場合は、

下隣接周波数帯又は上隣接周波数帯を使用する無線局の免許人との間において、同

期の確保、フィルタの追加、サイトエンジニアリングの実施、送信電力制御その他

の方策により、有害な混信の回避について調整を行い、その合意がなされているも

のであること。 

下隣接周波数帯又は上隣接周波数帯を使用する無線局の免許人との間において、

同期の確保、フィルタの追加、サイトエンジニアリングの実施その他の方策によ

り、有害な混信の回避について調整を行い、その合意が原則としてなされているも

のであること。 

［Ｂ～Ｅ 略］ ［Ｂ～Ｅ 同左］ 

［シ～セ 略］ ［シ～セ 同左］ 

［別紙( 1 9 )－１・別紙( 1 9 )－２ 略］ ［別紙( 1 9 )－１・別紙( 1 9 )－２ 同左］ 

⒇ 広帯域移動無線アクセスシステム(2575MHzから2595MHzまでの周波数の電波を使用する

ものを除く。以下この(20)及び第3の1(3)カにおいて同じ。)の無線局 

⒇ ［同左］ 

［ア～エ 略］ ［ア～エ 同左］ 

オ 無線設備の設置場所等 オ ［同左］ 

(ア) 基地局及び陸上移動中継局の設置場所 (ア) ［同左］ 

［Ａ～Ｃ 略］ ［Ａ～Ｃ 同左］ 

Ｄ フェムトセル基地局（施行規則第15条の２第２項第１号及び第１号の２に掲げる Ｄ フェムトセル基地局については、無線設備の全部又は一部（空中線を含む部分に



 

六頁 

ものを除く。）については、無線設備の全部又は一部（空中線を含む部分に限

る。）の設置場所が屋内であること。 

限る。）の設置場所が屋内であること。 

［(イ)・(ウ) 略］ ［(イ)・(ウ) 同左］ 

［カ・キ 略］ ［カ・キ 同左］ 

ク 空中線電力の指定 ク 空中線電力の指定 

空中線電力の指定については、次のとおりであること。 空中線電力の指定については、次のとおり指定する。 

(ア) 基地局 (ア) 基地局 

電波の型式及び周波数ごとに空中線電力を指定するほか、次のＡ及びＢの規定に基

づき指定する。 

１波当たりの空中線電力を指定する。ただし、送信ダイバーシチ又は空間多重技術

を用いる無線設備であって、複数の増幅部を有し、これらが一体となって機能する場

合は、次のとおり指定する。 

Ａ 基地局の空中線電力は、基地局が１のみの無線設備（送信機の製造番号を同じく

するものごとに１の無線設備とし、２以上の無線設備が空中線を同じくする場合そ

の他一体となって機能する場合は、これを１の無線設備とみなす。以下このクにお

いて同じ。）を有する場合にはその無線設備の空中線電力、２以上の無線設備を有

する場合にはそれらの無線設備の空中線電力のうち最大のものとする。 

Ａ 全ての増幅部が常に動作するものにあっては、各々の増幅部の定格出力の総和の

値（各々の増幅部の出力の総和を一定以下に制御する機能を有する場合には、当該

機能により使用することができる空中線電力の最大の値）を指定する。 

Ｂ 無線設備ごとの空中線電力は、各空中線端子における値の総和とする。 Ｂ 実装されている増幅部のうち、一部の増幅部が動作するものにあっては、当該増

幅部の定格出力の総和の値とする。なお、動作する増幅部の組合せが複数ある場合

は、当該組合せによる定格出力のうち、最大の値を指定する。 

(イ) 陸上移動中継局 (イ) 陸上移動局（中継を行うものを除く。） 

基地局と通信を行うもの及び陸上移動局と通信を行うもののそれぞれについて空中

線電力を指定するほか、(ア）の規定は、陸上移動中継局について準用する。この場

合において、(ア）中「基地局」とあるのは、「陸上移動中継局」と読み替えるもの

とする。 

使用することができる空中線電力の最大の値を指定する。 

航空機、無人航空機等に搭載して使用する陸上移動局（中継を行うものを除く。）

にあっては、上空で電波を発射した場合に他の無線局の運用を阻害するような混信そ

の他の妨害を与えないようにするため、基地局からの電波の受信電力の測定又は通信

の相手方である基地局(キャリアアグリゲーション技術を用いて設備規則第49条の29

第１項第１号ホ(1)又は第49条の29の２第１項第１号ホ(1)に掲げる無線局から送信さ

れる搬送波を使用する通信を行う場合にあっては当該無線局を含む。）からの制御情

報に基づき、空中線電力が必要最小限となるよう、上空での運用に最適な送信電力制

御を行うことができること。 

(ウ) 陸上移動局（中継を行うものに限る。） (ウ) 陸上移動中継局及び陸上移動局（中継を行うものに限る。） 

基地局と通信を行うもの及び陸上移動局と通信を行うもののそれぞれについて送信

に際して使用できる最大の値とする。 

増幅部の定格出力を指定する。 

(エ) 陸上移動局(中継を行うものを除く。） ［新設］ 

送信に際して使用できる最大の値とする。  

［ケ～ス 略］ ［ケ～ス 同左］ 

［( 2 1 )～( 2 4 ) 略］ ［( 2 1 )～( 2 4 ) 同左］ 

［２・３ 略］ ［２・３ 同左］ 

４ その他 ４ ［同左］ 
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［⑴～⒂ 略］ ［⑴～⒂ 同左］ 

⒃ ローカル５Ｇの無線局 ⒃ ［同左］ 

ア 用語の意義 ア ［同左］ 

［(ア)～(ホ) 略］ ［(ア)～(ホ) 同左］ 

(マ) 「単純反射板」とは、無給電中継装置であって、電波を増幅又は集約せず、反射

により伝搬方向を変化させる装置をいう。 

(ホ) 「単純反射板」は、無給電中継装置であって、電波を増幅又は集約せず、反射に

より伝搬方向を変化させる装置のことをいう。 

イ 電気通信業務用 イ ［同左］ 

［(ア)～(オ) 略］ ［(ア)～(オ) 同左］ 

(カ) 空中線電力の指定 (カ) 空中線電力の指定 

空中線電力の指定については、次のとおりであること。 空中線電力の指定については、次のとおり指定する。 

Ａ 基地局 Ａ 基地局 

電波の型式及び周波数ごとに空中線電力を指定するほか、次の(A)から(C)までの

規定に基づき指定する。 

１波当たりの空中線電力を指定することとし、送信ダイバーシチ又は空間分割多

重技術を用いる無線設備であって、複数の増幅部を有し、これらが一体となって機

能するものは、次のとおり指定する。 

(A) 基地局の空中線電力は、基地局が１のみの無線設備(送信機の製造番号を同じ

くするものごとに１の無線設備とし、２以上の無線設備が空中線を同じくする場

合その他一体となって機能する場合は、これを１の無線設備とみなす。以下この

(カ)において同じ。）を有する場合にはその無線設備の空中線電力、２以上の無

線設備を有する場合にはそれらの無線設備の空中線電力のうち最大のものを指定

する。 

(A) 4.6GHzから4.8GHzまでの周波数を使用する場合 

 ａ 北海道、新潟県又は石川県以外の地域に設置する場合 

 １無線設備当たり14dBm／MHz以下の値とする。 

 ｂ 北海道、新潟県又は石川県の地域に設置する場合 

 １無線設備当たり０dBm／MHz以下の値とする。 

(B) 無線設備ごとの空中線電力は、各空中線端子における値の総和とする。 (B) 4.8GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合 

 １無線設備当たり28dBm／MHz以下の値とする。 

(C) 使用する周波数に応じて次のとおり指定する。 (C) 28.2GHzから29.1GHzまでの周波数を使用する場合 

 １無線設備当たり５dBm／MHz以下の値とする。 

ａ 4.6GHzから4.8GHzまでの周波数を使用する場合は、次の(a)又は(b)のとおり

指定する。 

 

(a) 北海道、新潟県又は石川県以外の地域に設置する場合は、14dBm／MHz以

下の値とする。 

 

(b) 北海道、新潟県又は石川県の地域に設置する場合は、０dBm／MHz以下の

値とする。 

 

ｂ 4.8GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合は、28dBm／MHz以下の値とす

る。 

 

ｃ 28.2GHzから29.1GHzまでの周波数を使用する場合は、５dBm／MHz以下の値と  
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する。 

［削る］ (D) 全ての増幅部が常に動作するものにあっては、各増幅部の定格出力の総和の

値(各増幅部の出力の総和を一定以下に制御する機能を有する場合にあっては、

当該機能により使用することができる空中線電力の最大の値)を指定する。 

［削る］ (E) 実装されている増幅部のうち、一部の増幅部が動作するものにあっては、当

該増幅部の定格出力の総和の値(動作する増幅部の組合せが複数ある場合にあっ

ては、当該組合せによる定格出力のうち最大の値)を指定する。 

Ｂ 陸上移動中継局 Ｂ 陸上移動中継局 

空中線電力の最大の値を指定することとし、使用する周波数に応じて次のとおり

指定する。 

１波当たりの空中線電力を指定することとし、送信ダイバーシチ又は空間分割多

重技術を用いる無線設備であって、複数の増幅部を有し、これらが一体となって機

能するものは、次のとおり指定する。 

(A) 4.8GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合は、次のａ又はｂのとおり指

定する。 

(A) 4.8GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合 

ａ 基地局と通信を行うものは、800mW以下の値とする。 ａ 基地局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり800mW以下の値とする。 

ｂ 陸上移動局と通信を行うものは、28dBm／MHz以下の値とする。 ｂ 陸上移動局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり28dBm／MHz以下の値とする。 

(B) 28.2GHzから29.1GHzまでの周波数を使用する場合は、次のａ又はｂのとおり

指定する。 

(B) 28.2GHzから29.1GHzまでの周波数を使用する場合 

ａ 基地局と通信を行うものは、3.16W以下の値とする。 ａ 基地局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり3.16W以下の値とする。 

ｂ 陸上移動局と通信を行うものは、５dBm／MHz以下の値とする。 ｂ 陸上移動局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり５dBm／MHz以下の値とする。 

Ｃ 陸上移動局(中継を行うものを除く。) Ｃ 陸上移動局（中継を行うものを除く。） 

空中線電力の最大の値を指定することとし、使用する周波数に応じて次のとおり

指定する。 

［新設］ 

(A) 4.8GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合は、200mW以下の値とする。 (A) 4.8GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合 

 使用することができる空中線電力の最大の値を指定する。この場合において、

200mW以下の値とする。 

(B) 4.8GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合は、800mW以下の値とする。 (B) 4.8GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合 

 使用することができる空中線電力の最大の値を指定する。この場合において、

800mW以下の値とする。 

(C) 28.2GHzから29.1GHzまでの周波数を使用する場合は、3.16W以下の値とする。 (C) 28.2GHzから29.1GHzまでの周波数を使用する場合 

 使用することができる空中線電力の最大の値を指定する。この場合において、

3.16W以下の値とする。 

Ｄ 陸上移動局（中継を行うものに限る。) Ｄ 陸上移動局（中継を行うものに限る。) 

空中線電力の最大の値を指定することとし、使用する周波数に応じて次のとおり ［新設］ 
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指定する。 

(A) 4.6GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合は、250mW以下の値とする。 (A) 4.6GHzから4.9GHzまでの周波数を使用する場合 

 ａ 基地局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり250mW以下の値とする。 

 ｂ 陸上移動局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり250mW以下の値とする。 

(B) 28.2GHzから29.1GHzまでの周波数を使用する場合は、200mW以下の値とする。 (B) 28.2GHzから29.1GHzまでの周波数を使用する場合 

 ａ 基地局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり200mW以下の値とする。 

 ｂ 陸上移動局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり200mW以下の値とする。 

［(キ)～(サ) 略］ ［(キ)～(サ) 同左］ 

［ウ 略］ ［ウ 同左］ 

⒄ 自営等広帯域移動無線アクセスシステムの無線局 ⒄ ［同左］ 

ア 用語の意義 ア ［同左］ 

［(ア)～(ヌ) 略］ ［(ア)～(ヌ) 同左］ 

(ネ) 「単純反射板」とは、無給電中継装置であって、電波を増幅又は集約せず、反射

により伝搬方向を変化させる装置をいう。 

(ネ) 「単純反射板」は、無給電中継装置であって、電波を増幅又は集約せず、反射に

より伝搬方向を変化させる装置のことをいう。 

イ 電気通信業務用 イ ［同左］ 

［(ア)～(オ) 略］ ［(ア)～(オ) 同左］ 

(カ) 空中線電力の指定 (カ) 空中線電力の指定 

空中線電力の指定については、次のとおりであること。 空中線電力の指定については、次のとおり指定する。 

Ａ 基地局 Ａ 基地局 

電波の型式及び周波数ごとに空中線電力を指定するほか、次の(A)から(C)までの

規定に基づき指定する。 

１波当たりの空中線電力(設備規則第49条の28又は第49条の29に規定する技術基

準に係る無線設備を使用する無線局に限り、セクターアンテナを使用する場合にあ

っては、セクターアンテナごとの空中線電力の最大の値)を指定することとし、送

信ダイバーシチ又は空間多重技術を用いる無線設備であって、複数の増幅部を有

し、これらが一体となって機能するものは、次のとおり指定する。この場合におい

て、設備規則第49条の28又は第49条の29に規定する技術基準に係る無線設備を使用

する無線局にあっては1波当たりの空中線電力は20W(20MHzシステムのものにあって

は、40W)以下、第49条の29の2に規定する技術基準に係る無線設備を使用する無線

局にあっては送信装置当たりの空中線電力は20W(20MHzシステムのものにあって

は、40W)以下、1波当たりの空中線電力は60W(20MHzシステムのものにあっては

120W)以下の値とする。 

(A) 基地局の空中線電力は、基地局が１のみの無線設備（送信機の製造番号を同

じくするものごとに１の無線設備とし、２以上の無線設備が空中線を同じくする

場合その他一体となって機能する場合は、これを１の無線設備とみなす。以下こ

(A) 全ての増幅部が常に動作するものにあっては、各増幅部の定格出力の総和の

値(各増幅部の出力の総和を一定以下に制御する機能を有する場合にあっては、

当該機能により使用することができる空中線電力の最大の値)を指定する。 
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の(カ)において同じ。）を有する場合にはその無線設備の空中線電力、２以上の

無線設備を有する場合にはそれらの無線設備の空中線電力のうち最大のものとす

る。 

(B) 無線設備ごとの空中線電力は、各空中線端子における値の総和とする。 (B) 実装されている増幅部のうち、一部の増幅部が動作するものにあっては、当

該増幅部の定格出力の総和の値(動作する増幅部の組合せが複数ある場合にあっ

ては、当該組合せによる定格出力のうち最大の値)を指定する。 

(C) 20W（20MHzシステムのものにあっては、40W）以下の値とする。 ［新設］ 

Ｂ 陸上移動局 Ｂ 陸上移動局 

空中線電力の最大の値を指定することとする。この場合において、設備規則第49

条の29に規定する技術基準に係る無線設備を使用する無線局にあっては800mW（基

地局から陸上移動局（中継を行うものを除く。）への送信（陸上移動中継局又は陸

上移動局により中継されるものを含む。）を中継する場合にあっては、200mW）以

下の値、設備規則第49条の29の2に規定する技術基準に係る無線設備を使用する無

線局にあっては800mW（単数の空中線端子を用いた送信を行う場合にあっては

400mW）以下の値、設備規則第49条の29の2に規定する技術基準に係る無線設備を使

用する無線局（中継を行うものに限る。）にあっては200mW（非再生中継方式によ

る中継を行う場合にあっては、全搬送波の総電力とし、陸上移動局に対する送信と

基地局に対する送信を同時送信可能な空中線電力が200mW）以下の値とする。 

空中線電力は、設備規則第49条の29に規定する技術基準に係る無線設備を使用す

る無線局にあっては800mW（基地局から陸上移動局（中継を行うものを除く。）へ

の送信（陸上移動中継局又は陸上移動局により中継されるものを含む。）を中継す

る場合にあっては、200mW）以下の値、設備規則第49条の29の2に規定する技術基準

に係る無線設備を使用する無線局にあっては800mW（単数の空中線端子を用いた送

信を行う場合にあっては400mW）以下の値、設備規則第49条の29の2に規定する技術

基準に係る無線設備を使用する無線局（中継を行うものに限る。）にあっては

200mW（非再生中継方式による中継を行う場合にあっては、全搬送波の総電力と

し、陸上移動局に対する送信と基地局に対する送信を同時送信可能な空中線電力が

200mW）以下の値とする。 

Ｃ 陸上移動中継局 Ｃ 陸上移動中継局 

空中線電力の最大の値を指定することとし、陸上移動局と通信を行うものにあっ

ては、Ａの規定を準用する。この場合において、Ａ中「基地局」とあるのは、「陸

上移動中継局」と読み替えるものとする。基地局と通信を行うものにあっては、Ｂ

の規定による値とする。 

空中線電力の最大の値を指定することとし、基地局への送信空中線にあってはB

の規定による値、陸上移動局への送信空中線にあってはAの規定による値とする。 

［(キ)～(コ) 略］ ［(キ)～(コ) 同左］ 

［ウ 略］ ［ウ 同左］ 

［⒅～⒇ 略］ ［⒅～⒇ 同左］ 

(21 ) 26GHz帯（25.8GHzを超え26.2GHz以下及び26.8GHzを超え27GHz以下）の周波数の電波を

使用するシングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数分割多元接続方式無線

通信を行う無線局（25.8GHzを超え26.2GHz以下の周波数の電波を使用する携帯無線通信を

行う無線局を除く。） 

(21 ) ［同左］ 

［ア 略］ ［ア 同左］ 

イ 25.8GHzを超え26.2GHz以下の周波数の電波を使用する公共業務用又は一般業務用の無

線局 

イ ［同左］ 

［(ア)～(ク) 略］ ［(ア)～(ク) 同左］ 

(ケ) 空中線電力の指定 (ケ) 空中線電力の指定 

空中線電力の指定については、次のとおりであること。 空中線電力の指定については、次のとおり指定する。 

Ａ 基地局 Ａ 基地局 
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電波の型式及び周波数ごとに空中線電力を指定するほか、次の(A)及び(B)の規定

に基づき指定する。 

１波当たりの空中線電力を指定する。ただし、空間分割多重方式を用いる無線設

備であって、複数の増幅部を有し、これらが一体となって機能する場合は、次のと

おり指定する。 

(A) 基地局の空中線電力は、基地局が１のみの無線設備（送信機の製造番号を同

じくするものごとに１の無線設備とし、２以上の無線設備が空中線を同じくする

場合その他一体となって機能する場合は、これを１の無線設備とみなす。以下

(ケ)において同じ。）を有する場合にはその無線設備の空中線電力、２以上の無

線設備を有する場合にはそれらの無線設備の空中線電力のうち最大のものとす

る。 

(A) 全ての増幅部が常に動作するものにあっては、各々の増幅部の定格出力の総

和の値（各々の増幅部の出力の総和を一定以下に制御する機能を有する場合に

は、当該機能により使用することができる空中線電力の最大の値）を指定する。 

(B) 無線設備ごとの空中線電力は、各空中線端子における値の総和とする。 (B) 実装されている増幅部のうち、一部の増幅部が動作するものにあっては、当

該増幅部の定格出力の総和の値（動作する増幅部の組合せが複数ある場合には、

当該組合せによる定格出力のうち最大の値）を指定する。 

Ｂ 陸上移動中継局 Ｂ 陸上移動中継局及び陸上移動局 

基地局と通信を行うもの及び陸上移動局と通信を行うもののそれぞれについて空

中線電力を指定するほか、Ａの規定は、陸上移動中継局について準用する。この場

合において、Ａ中「基地局」とあるのは、「陸上移動中継局」と読み替えるものと

する。 

増幅器の１波当たりの定格出力を指定する。 

Ｃ 陸上移動局（携帯無線通信の中継を行うものに限る。） Ｃ 陸上移動局 

増幅器の１波当たりの定格出力を指定する。 送信に際して使用できる最大の値とする。 

Ｄ 陸上移動局（携帯無線通信の中継を行うものを除く。） ［新設］ 

送信に際して使用できる最大の値とする。  

［(コ)・(サ) 略］ ［(コ)・(サ) 同左］ 

ウ 26.8GHzを超え27.0GHz以下の周波数の電波を使用する電気通信業務用の無線局 ウ ［同左］ 

［(ア)～(オ) 略］ ［(ア)～(オ) 同左］ 

(カ) 空中線電力の指定 (カ) 空中線電力の指定 

空中線電力の指定については、次のとおりであること。 空中線電力の指定については、次のとおり指定する。 

Ａ 基地局 Ａ 基地局 

電波の型式及び周波数ごとに空中線電力を指定するほか、次の(A)から(C)までの

規定に基づき指定する。 

１波当たりの空中線電力を指定する。ただし、送信ダイバーシチ又は空間分割多

重技術を用いる無線設備であって、複数の増幅部を有し、これらが一体となって機

能する場合は、次のとおり指定する。 

(A) 基地局が１のみの無線設備(送信機の製造番号を同じくするものごとに１の無

線設備とし、２以上の無線設備が空中線を同じくする場合その他一体となって機

能する場合は、これを１の無線設備とみなす。以下(カ)において同じ。）を有す

る場合にはその無線設備の空中線電力、２以上の無線設備を有する場合にはそれ

らの無線設備の空中線電力のうち最大のものとする。 

(A) １無線設備当たり５dBm/MHz以下の値とする。 

(B) 無線設備ごとの空中線電力は、各空中線端子における値の総和とする。 (B) 全ての増幅部が常に動作するものにあっては、各々の増幅部の定格出力の総

和の値(各々の増幅部の出力の総和を一定以下に制御する機能を有する場合に
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は、当該機能により使用することができる空中線電力の最大の値）を指定する。 

(C) ５dBm/MHz以下の値とする。 (C) 実装されている増幅部のうち、一部の増幅部が動作するものにあっては、当

該増幅部の定格出力の総和の値とする。なお、動作する増幅部の組合せが複数あ

る場合は、当該組合せによる定格出力のうち、最大の値を指定する。 

Ｂ 陸上移動中継局 Ｂ 陸上移動中継局 

空中線電力の最大の値を指定することとし、陸上移動局と通信を行うものにあっ

ては、Ａの規定を準用する。この場合において、Ａ中「基地局」とあるのは、「陸

上移動中継局」と読み替えるものとする。基地局と通信を行うものにあっては、Ｃ

の規定による値とする。 

１波当たりの空中線電力を指定することとし、送信ダイバーシチ又は空間分割多

重技術を用いる無線設備であって、複数の増幅部を有し、これらが一体となって機

能する場合は、次のとおり指定する。 

［削る］ (A) 基地局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり3.16W以下の値とする。 

［削る］ (B) 陸上移動局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり５dBm／MHz以下の値とする。 

Ｃ 陸上移動局（中継を行うものを除く。） Ｃ 陸上移動局（中継を行うものを除く。） 

空中線電力の最大の値を指定する。この場合において、3.16W以下の値とする。 使用することができる空中線電力の最大の値を指定する。この場合において、

3.16W以下の値とする。 

Ｄ 陸上移動局（中継を行うものに限る。） Ｄ 陸上移動局（中継を行うものに限る。） 

空中線電力の最大の値を指定する。この場合において、200W以下の値とする。 ［新設］ 

［削る］ (A) 基地局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり200mW以下の値とする。 

［削る］ (B) 陸上移動局と通信を行うもの 

 １無線設備当たり200mW以下の値とする。 

［(キ)～(ス) 略］ ［(キ)～(ス) 同左］ 

［エ 略］ ［エ 同左］ 

［第３ 略］ ［第３ 同左］ 

第４ 包括免許関係 第４ ［同左］ 

１ 電気通信業務用 １ ［同左］ 

⑴ 携帯無線通信を行う特定無線局 ⑴ ［同左］ 

携帯無線通信（26.8GHzを超え27.0GHz以下の周波数の電波を使用するものを除く。以下

この⑴において同じ。）を行う特定無線局の審査は、第２の１の⒃に定める基準のほか、

次の基準により行う。 

［同左］ 

［ア～ケ 略］ ［ア～ケ 同左］ 

コ その他 コ ［同左］ 

［(ア)～(エ) 略］ ［(ア)～(エ) 同左］ 

(オ) フェムトセル基地局（施行規則第15条の２第２項第１号及び第１号の２に掲げる

ものに限る。）の免許に際しては、電波法第104条の２の規定により、「この無線局

は、2,700MHzから3,400MHzまでの周波数の電波を使用する無線局からの有害な混信に

［新設］ 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、令和 年 月 日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和 10 年３月 31 日までに免許の申請が行われた無線局の空中線電力の指定については、この訓令による改正後の平成 13 年総務省訓

令第 67 号別紙２第２の１⒃コの規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。 

対して、保護を要求してはならない。」とする旨の条件を付すものとする。 

［⑵～⒃ 略］ ［⑵～⒃ 同左］ 

⒄ 広帯域移動無線アクセスシステムの特定無線局 ⒄ ［同左］ 

広帯域移動無線アクセスシステムの特定無線局の審査は、第２の１(20)(地域広帯域移

動無線アクセスシステムにあっては、同１(19))に定める基準のほか、次の基準により行

う。 

［同左］ 

［ア～ケ 略］ ［ア～ケ 同左］ 

コ その他 ［新設］ 

フェムトセル基地局（施行規則第15条の２第２項第１号及び第１号の２に掲げるもの

に限る。）の免許に際しては、電波法第104条の２の規定により、「この無線局は、

2,700MHzから3,400MHzまでの周波数の電波を使用する無線局からの有害な混信に対し

て、保護を要求してはならない。」とする旨の条件を付すものとする。 

 

［⒅～(22) 略］ ［⒅～(22) 同左］ 

［２～４ 略］ ［２～４ 同左］ 

［第５ 略］ ［第５ 同左］ 

備考 表中の［ ］の記載及び対象規定の二重下線を付した標記部分を除く全体に付した下線は注記である。 


